
精神障害者地域移行支援事業  

社会・援護局障害保健福祉部  
福祉課   



全国福祉事務所長会議  

精神障害者地域移行支援事業  

厚生労働省 社会・援護局  

障害保健福祉部 障害福祉課  

精神保健医療福祉の改革ピンヨノ（H169）の枠組み  

※上記により、今後10年間で必要な精神病床致の約7万床波少を促す  
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① 国民意識変革の達成目標  

精神疾患は生活習慣病と同じく誰もがかかりうる病気であるこ   

とについての認知度を90％以上。  

※ 精神疾患を正しく理解し、態度を変え行動するという変化が起きるよう  
精神疾患を自分自身の問題として考える者の増加を促す。  

② 精神保健医療福祉体系の再編の達成目標  

○ 各都道府県の平均残存率（1年未満群）を24％以下   
○ 各都道府県の退院率（1年以上群）を29％以上。  

※1新規に入院する患者については、入院中の処遇の改善や患者のQOL （生活   
の質）の向上を図りつつ、できる限り1年以内に速やかに退院できるよう良質かつ適切な   
医療を効率的に提供する体制整備を促す。  

※2 既に1年以上入院している患者については、本人の病状や意向に応じて、医療   
（社会復帰リハビリテーション等）と地域生活支援体制の協働の下、段階的、計画的に   
地域生活への移行を促す。  

退院率（一年以上群）  平均残存率（一年未満群）  

一年以上在院者  

0  
1年  

1年以上の在院患者から退院する者の数を1年以  
上の在院患者数で除したもの。  

退院率に1年以上の在院患者数を乗じて得た数は、   
1年以上の在院患者からの毎年の退院数とな  
る。   

1年以内の退院（残存）曲線が囲む面積と同じとなる  
よう、各月の残存率を平均したもの。  

平均残存率に毎年の新規入院患者数を乗じて得た  
数は、1年以内入院患者にかかる必要病床数と  
なる。  
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患者数全体（入院患者数・外来患者数）  

【出典】患者明査  
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平成17年  平成14年   平成8年  平成11年  

目血管性及び詳■不明の甘知症  
□1神作用穐賞使用によるヰ神及び行動の■書  

□気分【■情】■善（躁うつ痔を含む）  

疇1神遅滞  

□その他の書神及び行動の■書  

田アルツハイマー病  
□統合失■症．統合失ホ症型■書及び妄想性■善  

臥神経症性書書．ストレス■蓮■書及び身体表現性■書  

■てんかん  

□その他  資料：患者調査  
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H8  H＝  H14  H17  

臼血管性及び辞細不明の匪知症  Ⅶアルツハイマー病  
臼アルコール使用＜飲酒＞による♯神及び行動の陣書 口その他の＃神作用物r使用による＃神及び行動の陣書  

□統合失桝症、統合失椚症型陣書及び妄想性陣書  口気分［慮什】陣書（攫うつ病を含む）  

団神経症性陣書、ストレス関連陣書及び身体表現性陣書 □てんかん  
口その他の精神及び行勤の陣書  

兼料：患者臍査  
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出典：患者椚査  
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精神病床における年齢階級別の   

統合失調症の推計入院患者  
医療技術の進歩により統合  

失調症の新規の入院患者  
が、徐々に減少している。  

一方で、昭和50年代以前  
に入院した患者が退院でき  

ず、長期入院化し、入院患  

者の平均年齢は高齢化の  
一途を辿っている   

推計平均年齢43慮 50歳 56鐘                       t  

○・5 6－1（111－15 18－20 21－25 2もー30：‖－ユ536■0 ヰ145 ヰ6・50 51－58 58・8080－¢8＄8・TO Tl一丁5 78・80 81－  

－一昭和56年一■一平成5年  平成17年  
く患者調査）  

精神病床の平均在院日数の推移   
日  

520   

500ト   

480  

460 1 
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400  

380  

360 卜  

340  

320  
平成元年 平成3年 平成5年 平成7年  平成9年 平成11年 平成13年 平成15年 平成17年  

★輝：厚生労■省■鏡牡告  

年間在院應書証数  
※平均在院日数＝   

％×（年間新入暁息音数＋年間退院患者数）   
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精神病床における患者の動態  

3ケ月以上  

12ケ月末溝  
12ケ月以上  3ケ月末溝  

釣23万  

前年からの入院継続患者  
23万人  
（前年23万人）   

うち翌年まで入院継続する者  

18万人  
（前年18万人）  

約5万床  

平成16年、平成15年63011査（♯禅・陣書保健課Ⅶ）より推計  

受入条件が整えば退院可能な精神障害者数（入院期間別）  
（千人）  【患者調査】  

［コその他  

■受け入れ条件が整えば退院可能  

受け入れ条件が整えば退院可能な  
柵神障害者数の実態を入院期間  
別で見た場合、その他の耕神障害  
者を含めた全体の中では、常にあ  
る程度の割合で存在していることに  

なり、入院期間別での特徴というも  
のはない。  

∵－、モ、モ 

・、、t十．モ・・－∵・、て－∴’ 
、 

入院期間  

㌔   
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退院可能精神障害者の解消に向けた主な対応  

自立支援法における対応  精神科医療における対応  

【障害福祉施策の一元化】   
これまで支援費制度の対象になっていなかった  
精神障害を含め、．障害福祉サービスの提供責任  
を市町村に一元化。  

【基準病床数算定式の見直し】   

平均残存率（新規入院した患者の中で1年を超え  

て入院するに至った者の割合）の低下、退院率（1  
年以上入院している患者の中で退院する者の割合  

）の向上、即ち、早期退院を支援する精神医療提  
供体制を目指す算定式に見直し（18年4月施行）。  

∴、て∴．■  
平均残存率、退院率の目標値達成によって   【退院の受入体制の整備】   
約7万床相当の病床数の減少を促す。   

【18年度診療報酬改定】   

急性期入院医療の評価引き上げ、退院前訪問指  

導の回数上限緩和など、精神科医療における課題  
への対応に着手。  

障害福祉計画において「退院可能精神障害者」  
に関する減少目標値（平成23年度）を設定。   

また、それに伴い必要となる福祉サービスを  
見込量に反映。  

退院促進支援事業（都道府県）、相談支援事業（市町村）等を通  
じて、医療と福祉で連携して退院支援を推進  

平成24年度までに退院可能な精神障害者の解消を目指す  

診療報酬について（地域移行を支援する取組に係る評価）  

1ケ月 3ケ月  6ケ月  1年   5年－  

…＝t■■t  
神科退院前訪問指導料  

診療報酬における対応  

精神科訪問看護・指導料  

；③急性増悪劇の井定要件捷和室 ■■■■■t＝■●■■■■●■■■●＝＝＝＝＝■■▲▲  

⑥精神科継続外来支援・指導料  

地域移行支援 に係る改訂項目  
①精神科退院前訪問指導の算定要件の緩和  

②精神科退院指導料の精神科地域移行支援加算の創設  
③精神科訪問看護一指導料の算定要件の緩和  
④精神科地域移行実施加算の創設  

⑤入院基本料の入院期間181日～1年の加算の減点  
⑥精神科継続外来支援・指導料の創設（後述）  

⑦通院精神療法の訪問診療時の算定要件の緩和  

（後述）  

⑦通院精神療法の訪問診療時の  
井定要件の緩和  

棉祉施策における対応  

○相談支援休制；相敬支援、サービス  
利用仕組みを市町手引こ一元化  
○住居の確保；居住サポート事業  

○就労支援の抜本的強化  
○ケアマネジメントの強化  
：「サービス利用計画」、  
「個別支援計画」の導入  
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診療報酬について  

（地域移行を支援する取組に係る評価以外）  

児
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【数値目標】入院中の退院可能精神障害者の減少目標値  

○退院可能精神障害者については、受け入れ条件が整えば退院可能な精神障害者（以下、  

退院可能精神障害者。）4．9万人のうち、平成23年度末までに3．7万人を退院させることが  
見込まれている。   

生活保護受給  

者割合約2割  

→約7，400人  

能
各
 
人
 
 

可
書
 
方
 
 
 

院
障
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減少数  

3．7万人  

※敵情目標を設定していない都道！  

府県があり、当排熱道府県分を含ま∃  
ない数値である。  ‡  ※現在の退院可能精神陣書者凱こ  

ついては、各ホ遭府れにおいて独  

自に実隠岬董を実施しているケー  
スがあるため、調査時点や対暮者  

が異なる場合や現在徴を記載して  
いない場合がある。  

【現在】  【平成23年度末】   
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精神障害者地域移行支援特別対策事業の創設  

（背景）   

受入条件が整えば退院可能な精神障害者の地域移行に向けた支  

援については、障害者自立支援法に基づく精神障害者退院促進支  
援事業等において一定の対応がなされてきたところ。  

・平成15年から平成17年までモデル事業（26都道府県、4指定都市）  

・平成18年4月～ 精神障害者退院促進支援事業（10月から地域生活支援事業として実施）  

障害福祉計画における、平成23年度末までの受入条件が整えば退院可能な精神  
障害者の減少目標値の達成のため、着実な推進が必要  

精神障害者地域移行支援特別対策事業のポイント  

変更点  

・平成24年産までを▲中的取組期間として、「精  
神障害者退院促進支援事業」を見直し   

・退院促進支援事業の「自立支援員」を「地域移行  
推進員」とし、指定相談支援  
事業者等に配置し、退院一過所及び地域定租こ向  
けた支援の実施   

・新たに、精神障害者の退院促進t地域定着に必  

要な体制整備の総合調整を行う「地域体制整備  
コーディネーター」の配置   

・全都道府県・全盟域における実施  

障害福祉計画の平成23年度末までの目  

標達成  

医療施設における取組と、地域における保  
健福祉施策として精神障害者の生活を支  
援するための取組との連携が不十分  

精神障害者への個別支援が中心で、医療  

と地域生活支援策との連携体制を整備す  
るための位置付けがない  

全都道府県における取組が進んでいない  

士画に基づく退院可能精神障害者の地域移行をめざすものとして、  
着地域移行支援特別対策事業」を平成20年度予算に約17億円計上した  
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